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家計調査（令和７年（2025年）平均）結果の概要 
                                                           　   　　   

（総務省統計局－北海道分） 
 
１　二人以上の世帯の消費支出 
 
 (1)　消費支出 
　　　令和７年（2025年）の二人以上の世帯（平均世帯人員2.69人、平均有業人員1.22人、世帯主の平均年
　　齢60.3歳）の消費支出は１か月平均29万4,154円で、前年に比べ名目6.1％の増加、実質は2.1％の増加
　　となった。（統計表　第１表）（図１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (2)　費目別の実質対前年比 
　　　二人以上の世帯の消費支出を10大費目別に対前年実質増減率でみると、住居が7.3％、光熱・水道が
　　4.8％、保健医療が1.8％、交通・通信が9.0％、教育は5.3％、教養娯楽は5.2％、その他の消費支出が
　　0.8％増加した。一方、食料は1.4％、家具・家事用品は6.6％、被服及び履物が11.4％減少した。（図２） 
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 (3)　費目別構成比 
　　　１か月平均の消費支出を10大費目別の構成比で比較すると、食料が27.2％で最も多く、以下、その他
　　の消費支出（17.6％）、交通・通信（15.7％）、光熱・水道（10.7％）、教養娯楽（8.9％）、住居（7.0％）、
　　保健医療（4.5％）、家具・家事用品（3.9％）、被服及び履物（2.6％）、教育（1.8％）の順となってい
　　る。特に教育の消費支出に占める割合は全国平均の約半分程度である。（表１） 
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 (4)　食料にみる消費の特徴 
　　　食品の１世帯当たり年間品目別購入数量をみると、北海道ではメロン、ほたて貝、かれいが全国平均
　　の2.5倍以上、次いで、柿、ビール、さんま、さけなどが同じく1.5倍以上購入されている。 
　　　一方、干しあじ、あじ、たい、ぶり、さといもなどは購入数量等が少なく、数量で全国平均の３割以
　　下、支出金額で４割以下しか購入されていない。（表２、表３） 
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２　二人以上の世帯のうち勤労者世帯の収入と支出 
 
 (1)　実収入 
　　　二人以上の世帯のうち勤労者世帯（平均世帯人員2.97人、平均有業人員1.78人、世帯主の平均年齢　
　　51.1歳）の実収入は、１か月平均57万3,031円で前年に比べ名目で1.3％の減少、実質では5.0％の減少
　　となった。（統計表　第２表）（図３） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (2)　可処分所得 
　　　可処分所得は１か月平均47万5,589円で、前年に比べ名目で2.1％の減少、実質では5.8％の減少とな
　　った。（統計表　第２表）（図４） 
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 (3)　消費支出 
　　　消費支出は１か月平均31万5,925円で、前年に比べ名目で3.3％の増加、実質では0.6％の減少となっ
　　た。（統計表　第２表）（図５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (4)　費目別の実質対前年比 
　　　勤労者世帯の消費支出を10大費目別に対前年実質増減率でみると、住居が2.3％、光熱・水道が2.4％、
    保健医療が3.9％、交通・通信が10.2％、教養娯楽が8.3％の増加となった。一方、食料は2.7％、家具
　　・家事用品は15.3％、被服及び履物が14.2％、教育は1.8％、その他の消費支出が8.4％の減少となった。
　　（図６） 
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 (5)　費目別構成比 
　　　１か月平均の消費支出を10大費目別に構成比で比較すると、食料が26.4％で最も高く、以下、交通・
　　通信（18.5％）、その他の消費支出（16.3％）、光熱・水道（9.9％）、教養娯楽（9.1％）、住居（6.7％）、
　　家具・家事用品（3.9％）、保健医療（3.7％）、被服及び履物（2.8％）、教育（2.5％）の順になった。 
　　　全国と比較すると、住居、光熱・水道、交通・通信の構成比が高く、食料、家具・家事用品、被服　
　　及び履物、保健医療、教育、教養娯楽、その他の消費支出の構成比は低い。特に教育は全国の半分ほ　
　　どとなっている。（表４） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (6)　地方別の状況 
　　　１か月平均の実収入を、全国を100とした指数で地方別に比較すると、関東が109.4で第１位。次いで
　　北陸が104.2で全国平均を上回った。北海道は87.6で第８位。北海道と１位の関東との差は指数で21.8
　　ポイント、金額で14万2,106円であった。 
　　　次に、１か月平均の消費支出では関東が107.8で第１位。次いで北陸が100.7で全国平均を上回った。
　　北海道は91.2で第８位であった。北海道と１位の関東との差は、指数で16.6ポイント、金額で５万 
    7,398円であった。（表５） 
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 (7)　収支バランス 
　　　令和７年（2025年）の北海道の平均消費性向（※1）は66.4％となり、前年より3.5ポイント増加した。
　　全国は65.0％と前年より2.8ポイント増加した。 
　　　また、北海道の黒字率（※2）は33.6％で、前年より3.5ポイント減少した。金融資産純増率（※3）は
　　34.5％で、前年より0.6ポイント増加した。貯蓄純増（平均貯蓄率）（※4）は34.1％で、前年より0.5ポ
　　イント増加した。（表６） 
 
　　　　※1 平均消費性向（％）＝消費支出÷可処分所得×100  
    ※2 黒字率（％）＝（実収入－実支出）÷可処分所得×100 
    ※3 金融資産純増率（％）＝｛（貯蓄純贈＋（有価証券購入－有価証券売却）｝÷可処分所得×100 
    ※4 貯蓄純増（平均貯蓄率）（％）＝｛（預貯金＋保険掛金）－（預貯金引出＋保険金）｝÷可処分所得×100 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


